


















































本研究の対象国と解析対象期間は、中国で 1998 年から 2002 年の 5 年間、韓国で 1992 年~ 2009年の 18
年間、台湾で 1994 年~ 2006年の 13年間、日本で 1972年から 2009年の 38年間である O
解析は、まず目別総死亡数、日最高気温を使用して、自由度6の平滑化スプライン曲線で回婦し、気候に
よる相違の評価を行った。次に、 Rパッケージの IdlnmJを使用し、気温、ラグと相対危険度の関係を描画
した。ここでは Inatural cubic spline (NCS) Jのcross-basisを使用したo NCSは、気温の範囲の末端の部分
を直線として描出するものであるo cross-basisは、 2つのbasisfunctionを利用することにより、気温、ラグ



















となった。その後3日で影響のピークを迎え、 7~ 15 B開持続した。自由度を 7/yearに設定した解析では、
ラグO、気温350Cにおいて、仁川と釜山が特に影響が大きかった。寒冷の影響としてラグOの相対危険度は




雄で1.0 となった。その後 1~2 日間影響が持続した。寒冷の影響は、気温 OOC 、ラグ O において、相対危
険度がl.0で始まり、ピーク時の相対危険度は各都市で1.12、1.1、1.22となり、その影響はそれぞれ 17日、
13日、 14日持続した。気温100Cでは、相対危険度が0.98、0.985、0.92で始まり、その影響は 16~ 24日持
続した。暑熱の影響は季節性を調整すると、相対危険度が各都市で1.02、l.01 、l.0 となり、 1~2B持続し
た。一方、寒冷の影響は暑熱と比べて大きく、相対危険は 1.12、1.1、1.22であった。気温100Cでは、稲対
危険度が各都市で0.98、O.旬、 0.92となり、その影響はそれぞれ 14B、14日、 17日持続した。
日本の解析では、至適気温は札幌で22.80C、仙台で 25.1oC、東京で 27.60C、名吉屋で 28.00C、大阪で
28.80C、福間で 27.90Cとなった。ラグ・モデルの解析では、寒冷の影響は、東京では9日間持続し、福間で
18日間と長く持続する結果となった。ピーク時の相対危険度は札幌の1.02が最も低く、大飯の1.08が最大
となった。暑熱の影響は、札幌と仙台で持続期間が短く、名古屋と東京が5.5日と持続期間が長い結果となっ
た。当自の相対危険度は札幌で 1.17、仙台で1.14、東京で1.07、名古屋で1.07、大阪で1.06、福岡で1.05の
)1夏となり、暑熱に曝露した当日が最大の相対危険度となった。その後、短期間で影響が消失した。自由度を
7/yearに設定した解析では、寒冷影響の持続期間は東京の 10日間が最も短く、福岡の 18Bが最も長くなった。
ラグOの相対危検度は全都市で1.00以下であった。ピーク時の相対危険度は札幌が最低で1.02、大阪が最
大で1.08となった。暑熱影響は当日の相対危険度が最大となった。
(考察)
本研究では、中国、韓国、台湾、日本の 16都市において、暑熱や寒冷が死亡率にどのような影響を及ぼ
すかを idlnmJという統計学的手法を用いて分析した。中国の3都市では、暑熱の影響が急激に現れ消失
しており、これはブラジル・サンパウロと類似するパターンであった。南京で確認された寒冷時の特異的な
パターンは、本研究で用いた抽出データのばらつきによる可能性がある。また、 5年間という短期間の分析
172 
であったことが不安定な統計学的推定の一因になったと考えられる。
韓国の4都市では、季節性の要因を調整した結果、寒冷時影響の低下が確認された。これにはインフルエ
ンザやオゾンなどの大気汚染物質による交絡があると考えられ、東アジアの他の都市でも向様の結果が見ら
れている。台湾の3都市では、暑熱時の影響が小さく、寒冷持の影響が大きく、平均気温が高い台湾では、
寒冷影響の持続期間が長いことも確認された。熱帯・亜熱帯地域にある台湾で、インドで見られるような暑
熱影響の遷延性が見られなかったのは、インドにおける暑熱の遷延影響は主に乳幼児死亡、感染症死亡によ
るもので、それらの死亡が信生環境や医療設備の水準が高い台湾では予防できたためと考えられる。
日本では、東北と北海道といった日本列島の寒冷な地域において、寒冷時のラグ・パターンは特徴的なも
のであった。東アジアの暑熱影響は概して曝露から死亡まであまり時間的猶予のないものであった。そして、
平均最高気温が高いほど、当日の死亡リスクが低下するという相関関係が確認できた。そのため、暑熱の影
響に関しては、普段から熱中症に対する知識を国民が持てるように啓発する活動が重要である。そして、熱
波などに対する警報システムの整備、暑熱死亡と関連があるとされる循環器系、呼吸器系の基礎疾患のある
患者や高齢者に対する重点的な啓発活動やエアコン使用の推奨なども地球温暖化が進むにつれてより重要度
が増すと考えた。また感度分析においては、暑熱影響はパラメーターの変更の影響を受けにくいことがわかっ
た。寒冷影響はラグ 15日以降で若干上下動するが、自由度を変更しても結果が大きく変化することはなかっ
た。
東アジアの 16都市を対象にした本研究により、暑熱によって短期的な死亡リスクが上昇する影響、寒冷
によって当日の死亡リスクが低下する防御的な影響とその遷延性が、米信東部における局所的な現象ではな
く、人種、気候の異なる東アジアの広い範囲で起きていることが確認された。
審査の結果の要旨
著者は、東アジ716都市のデータに基づき、暑熱によって短期的な死亡リスクが上昇すること、寒冷によっ
て当日の死亡リスクが低下する防御的な影響とその遷延性を明らかにし、こうした現象は米国東部で局所的
に起きているのではなく、人種、気候の異なる東アジアの広い範囲で起きていることを示唆した。暑熱や寒
冷の死亡リスクへの影響はアジア地域でほとんど検証されていないことから、本研究の学術的ならび社会的
意義は大きい。
平成24年 10月2日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、
関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。
よって、著者は博士(涯学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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